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養　　　鶏 17 5，100　　　　　300 5，935
マット編み 4 2，000　　　　　500 2，290
冊子編み 3 450　　　　　　150 480
竹　細　工 5 2，500　　　　　500 1，250




計 85 142，770　　　　　　　　　1，744 99，675
出所）A村協同組合資料から矢嶋ら作成
注1）対象期間：1992年7月28日～1995年3月31日．
　2）上記期間において、85件の貸付が36世帯（村内31世帯，村外5世帯）に行
　　われた．平均貸付額の計は同一8種類の貸付全体における平均額である．
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　耕転機の賃耕事業では、受領した賃耕代収入額の記録が残されず、収入の全額は把握でき
なくなっていた。支出については領収書が保存されておらず、ノートの簡単な記録が残され
ていた項目中で燃料費が実際の使用量を水増ししていたことが分かった。支出の大半を占め
た修理費についても水増しが見られた他、新品の耕転機の1年間の使用にしては異常に多い
修理費の支出が計上されていた。協同組合事業の欠陥が端的に示されたと言える。
　モスクの財産である池を組合の事業で借り、魚の養殖を行った。モスク委員会のもとで行
われた養魚の場合は毎年多額の利潤があったがこの事業でも損失が生まれたのである。協同
組合が行う事業の難しさが分かった。
3－5．改善の方策
　こうしたことが判明した後の対応である。Cグシュティに属するマタボールの一人である
組合長の「不正」のチェックを行ったのはKグシュティの別のマタボールであった。バング
ラデシュの村落では、集落の複数のリーダー達は互いに牽制しながら、必要が有れば協議す
るゆるい評議会を作っている場合が多い。マタボールの評議会が持つ牽制力は情報が一般の
村人に伝わり、村の世論を喚起することで生まれている（曲）。従って、マタボール達が密室
での協議をせず、村人の意見を引き出すようなチェック機能が働く状況を作り出すことが重
要となる。このため一般の村人が知ることができるよう「情報の公開」が計られる必要があ
る。組合の週例集会もその一つであるが、現在A村に設置されている掲示版を有効に活用す
ることも考えられる。分かり易い形式での経理報告を定期的に行う努力が大切なこととなる。
住民が自ら「にらみを利かせ」なければならないのである（蹄）。
　事業は、「不正」の温床ともなり、経営の難しい事業は行わず、集落を対象とした頼母子
講的な信用中心の協同組合に変えていくことが組合集会で出された結論の一つであった（波36）。
中央協同組合の監督業務は、掲示版と週例集会によって簡単な経理の報告が「公開」されて
いるかどうかのチェックを中心に行う方向での改革が望まれる。
3－6．協同組合組織から集落のための単一組織へ
　協同組合の組織化を通して営業を堅実化させ、組合員の生活や教育、保健などの社会開発
的事業へと活動を拡大していくことができるであろうか。長峯は、パキスタンのダウザイ総
合農村開発事業を成功に導いた基本要因として以下の5つをあげた（注37）。この要因に照らし
て事例村における可能性について考える。
　すなわち、（1）事業実施区域の設定、（2）農民の基本ニーズの発見方法、（3）農民の「規律
ある」組織化、（4）権力者の介入の排除、（5）官僚機構がもつエネルギーの積極活用である。
　事例村においてもこうした中心となる重要な問題との遭遇とその解決の模索の中から組織
化が進展してきたことが分かった。この重要項目に沿った整理をする。
3－6－1．事業実施区域の設定
　プmジェクト第1フェーズの調査によって明らかになった集落機能が営まれる地理的領域
（パラ）を事業の対象地域とした（繍）。
　しかし、このパラを単位とした協同組合の登録に関して隣村であるP村農業協同組合との
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間に紛争が生じた。P村農業協同組合は、　A村をもその領域（operatioRal　area）下に、4モ
ウザ（徴税の単位）5集落（パラ）を一組合として92年1月にBRDBの管轄下の組合として既
に登録され、A村住民の数名も加入していた。　P村の組合長は、政府のプロジェクトは登録
組合を通して実施せねばならないと主張し、援助資金の誘致合戦の相を呈した。さらに、一
つの組合の領域が確定されることによって、（1）営業領域には同一種の協同組合は認められ
ない、（2）補助金によるDTW（Deep　Tube　Well：深管井戸）の建設場所が限定されるとい
う制度上の障害が明らかになった。
　プロジェクト側の対応は、P村に出かけて集会を開き、プロジェクトの目的を説明した。
こうした集落の領域という問題の発生にともないA村では住民の間に「我が集落」という意
識の高揚が見られた。行政のサポート・介入無しでは集落レベルでの組織の育成は不可能で
あると認識し、開発単位の設定の問題を痛感することになった。
3－6・一一2、農民の基本的ニーズの発見方法
　第IIフェーズの目的を説明するために92年8月からプロジェクトの代表、農村開発研究所
の共同研究者と集落住民との集会を数度持った。プロジェクトの具体化は、協同組合の由比
集会の席において集落の発展に必要と思われる事項及びそれを達成するための方法について
話し合うことから始まった。彼らのニーズとしてまとまったものが以下である。DTWに対
する必要度が最も高く、次いで電化、組合所有の耕転機導入であった。DTWに対する住民
のニーズは、コミラ型協同組合による血忌施設導入と機械化による商業的稲作の成果を間近
に見ていたことに大きな影響を受けたものであったと考えられる。DTWと電気の導入の具
体的な方法を検討する2っの小委員会の設置を決めた。しかし、DTWへの補助金が削減され、
負担金が増加したことで計画は断念された（醐。電化という目標によって組合事業を中心と
する経済機会の拡大というニーズと平行して社会開発的ニーズを引き出したことが、9割程
の加入者を得る要因の一つとなったと考えられる（注40）。
3－6一一3，農民の規律ある組織化
　具体的行動は以下のように誘導した。CVDCSの枠内での登録とする。登録後補助金の対
象となるDTWの設置を計る。　DTW設置委員会は、隣村での成功例（450フィート以上）と
ともにユニオン内の失敗例についても調査し、報告を行っ允。プロジェクFが提供したテス
トボーリングの結果を踏まえて自己負担金の拠出が始まった。政府が補助金の削減を決定し、
プロジェクトが援助に応じなかったのでDTW設置は中止せざるをえなくなった。しかし、
中止によって組織の運営能力に見合った事業の実施と現段階で可能な農業技術の改良に目を
向けさせることになり、「在地の技術」に基づく自助努力の方向を確認することができ
た（注41）。
　95年11月現在で組合員は、75世帯中66世帯である。残り9世帯は、世帯主が恒常的に出稼
ぎに出ていて老人だけが残され、その他の家族全てが出稼ぎ先で生活している老人世帯やも
の乞いの世帯などである。集落で生計を立てる住民のための協同組合という観点では、ほぼ
全世帯が加入したこととなった。組合の組織化の過程で観察された集落組織の特色とプロジェ
クトによる組織育成のための誘導についてまとめる。
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（1）A村の社会関係には、地元（土地っ子）と他所者との二派閥の対抗関係が存在している
ことと、マタボールと呼ばれるグシュティの代表と目される人物が村のもめ事や全体に関す
る事柄を協議して決めている点に特色を持つといえる。
（2）他の調査村とくに先進村の見学や当該プwジェクト以外の模範協同組合の訪問や農村開
発研究所の見学を企画し、グシュティ関係を考慮して参加者を決め、実行した。
（3）先進調査村P村のリーダーによって組織された調査団によってA村調査を行った。P村リー
ダーの発案で、野菜栽培を見学させた上で野菜の苗を提供し、P村リーダーによる移植の指
導を行った。最初は、まったく反応は無かった。これに対し、P村の調査員はA村人に対し
て「怠け者」「遅れている」などと蔑視した。これを受けてA村には対抗意識が生まれた。
これが開発に対する潜在的な意欲となっていったと考えられる。こうした行事の中で長期的
に見れば有益な交流があった。
　観察と関与とによって得た知見を基にして、住民の村意識を「育成」することを目指し、
（a）村意識を支える制度や、（b）その物的基礎を構築することを考えた。当面は協同組合へ
の全員参加を目的とし、ほぼ達成された。これは集落（パラ）社会を活性化させるためマタ
ボールや地縁的関係バリや血縁関係グシュティを考慮した委員会構成を考えたことによる。
　村意識を支える物的な支えとして、当面は調査事務所かっ組合事務所として使用し、最終
的には日本の公民館的機能を持った「コミュニティ・センター」として集会その他に使用で
きる建物の建設を考えた。こうした建物は村人にとっても必要と感じられ、簡単な小屋を作っ
ていた。今回プUジェクトが援助して建設した建物は煉瓦・トタン屋根づくりのものであっ
た。補助資金を提供したが、建設小委員会をつくり、設計に対する意見や住民の建設作業へ
の参加を促した。（a）建物の敷地の寄贈、（b）立木（木材）の寄贈、（c）労働の提供があった。
煉瓦工や大工は職人を雇ったが、土掘りやセメント運搬などは住民の労働提供を受け、小委
員会のもとで組織するなどの成果があった。これによって補助資金が減少したとともに、建
物は共有の財産という認識を増長させることができた。
　敷地と建物以外で共有財産を増やすことを考え、モスクの庭とユニオンの道路の脇にマホ
ガニなどを植樹した。植樹の管理による共同意識の高揚と成長後売却して組合の収益に加え
られることが期待される。しかし、子山羊や牛の管理がルーズで苗木の大半が食べられてし
まう結果になった。子山羊の飼育などが土地無し層の婦人や子どもが小銭を得るための最良
の手段である現段階ではこうした植樹は無理であったと考えられる。一方、竹籠で苗木を保
護したり管理係りを決めるなどの努力も観察された。
　教育や保健衛生など組合の活動に「公共的」性格を付与するという点では極めて不十分で
あった。、こうした方向で進展があれば、組合によって地方行政の提供する機能・サービスの
効率的な受け取りを講ずる方向が可能であろうと考えられる。また、行政からの働きかけが、
こうした村人の対応を誘導するという相互関係が生まれていくものと思われる（醐。
3－6－4．権力者の介入の排除
　協同組合の幹部e役員による不正融資とその解決策として、上述したように住民が目を利
かすことでマタボール相互の牽制力を発揮させる。2－5のD村村落委員会の成功例で示した
ように、A村においても「情報の公開」がその鍵をにぎることが確認された。
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3一一6・一5．官僚機構がもつエネルギーの積極活用
　各省の出先機関はタナに配置され、住民に最も身近な地方行政組織であるユニオンとの連
携を欠いている。このため、保健・衛生、教育、農業技術など日常的に必要なサービスが、
住民の必要に応じて提供されるのは極めて難しい。「タナと集落のリンクjを計るためにユ
ニオンで集落の代表とタナの行政スタッフとの連絡会議の開催を試みた。官僚機構が現時点
で持つ行政サービスのポテンシャルを活用することは、第Hフェーズの重要な課題の一つで
あり、矢嶋らの研究を参照されたい（鋤。
4．小　括
　参加型開発が開発援助の場においていかに具体化されているのか。いかなる現状分析、基
本方針・目標の設定、手段の決定と設計、実施手順、事後評価に従えば参加型開発が可能で
あるか。これを一般化するのは困難である。
　開発の現場での経験や調査研究の蓄積、発展途上国の開発担当者との共同研究や研修など
の積み上げによって開発援助の手法に関する研究が急速に進展している伽）。こうした成果
の中で、名古屋の国連地域開発センターにおいて発展途上国の地域開発担当者を対象とした
研修と開発計画策定の現場での調査研究の中心的存在であった長峯の研究は、今日の開発援
助協力の課題である参加型開発に関する経験を一般化しようとする際の最良の研究の一つで
あると考えられる。
　本稿の課題に関して次の三点が重要である。第一点は、開発を推進する最も基本的な主体
は政府と民衆の二者であるとする認識である。すなわち「政策的意思決定への影響力という
観点から資本家や地主などの富裕階層を考慮に入れねばならないが、第三世界諸国の場合、
全人口の過半を占める農民（その大半は貧しい）の願望とニーズは何にも先駆がけて尊重さ
れるべき開発政策の出発点にほかならぬ。一方また全国民を代表する国家の意思として公共
行政を執行する権力の中枢という意味において、政府の役割は決定的である」とする考え方
である（a45）。
　第二点、国家レベルで構想された開発政策は、国内各地での資源配分計画として「整合的
な複数の事業計画」に分割されなければならない。これがトップダウン方式である。他方、
住民のニーズに基づき開発計画を積み上げるボトムアップ方式がトップダウン方式に対立す
る。重要な点はこの双方が必要であるという認識である。すなわち「いうまでもなく、中央
政府の開発政策と国民大衆のニーズとを整合的に結びつけるのが開発計画の基本的な役割で
あるから、現実の開発行政の運営上はトップダウン過程とボトムアップ過程の双方が必要で
あり、いずれかの側面が欠けていても開発計画は本来の目的を達しえないことになる」ので
ある（齢）。
　第三点は、援助計画を推進するうえで、この基本的な二つの方式間との接点は、地理的領
域として把握されるという判断である。トップダウン過程とボトムアップ過程とが接合し、
開発計画が実施される地理的な開発の単位がきわめて重要なものとなる。「小開発推進区域」
の概念の提唱である。政策と資源配分計画の全国的整合性と、計画の実施を保証する体制づ
くりのシナリオとして住民ニーズ、地域資源、人づくり、労働提供を含む住民参加などとい
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うボトムアップの視点とが、最も密接に重なる地理的領域が決定される必要がある（注47）。
注
し日本もこの調査に参加し、構造物とソフト的対応を組み合わせた中間的な対応策を提案
　　している（JICA［1989］）．
2．　FPCO　［1994　：　S2一一S3］．
3．今日的動きとしてインターネットでもFAPに反対する人々のホームページがいくつかあ
　　り、例えばLike－Minded　EnviroRmental　Activists　Groupは聖TAP　NEWS　FILE（ユ996）”
　　の購読を世界中に呼びかけ、IRN（lnternational　Rivers　Network）という団体のホーム
　　ページには33項目に渡る反対理由が記述されている．
4．　BARC　［1989　：　1－14］．
5．　FPCO　［1992　：　3－14］．
6．　World　Bank　＆　Govt．　of　Bangladesh　［1992　：　21］．
7．　lbid．
8．Ross　Hughes　et　a1．［1994：64コ．
9．　Shapan　Adnan　et　al．　［1992　：　56－57］．
ユ0．FPC（）　［ユ993　：　380－405］．
11．　Shapan　Adnan　et　al．　［1992　：　59］．
12．「交渉するための独立した組織的基盤無しには、人々の代表がFAPのオフィシャル・ラ
　　インに吸収されてしまう危険性がある」と指摘されている（Ross　H：ughes　et　al．
　　　［1994　：　62］）．
13．　Shapan　Adnan　et　al．　［1992　：　60－62］．
14．　Kelly　Haggart　（ed．）　［1994　：　128－129］．
15．　Shapan　Adnan　［1995　：　12－13］．
16．当初コンサルがまとめた「選択肢」は、A．既存水路の凌深によるモンスーン前後の排水
　　改良と魚類の移動路の確保、B．水路凌深に伴うモンスーン季の洪水の危険性を減じるた
　　めに、Aに加えて河川や水路の流入地点に狭窄部を作る、　C．AとBに加えて流入地点に
　　おける水門設置とより高度な洪水制御のための堤防の設置、D．完全な洪水制御の四つ
　　であった（Shapan　Adnan　et　al．［1992：75］）。
17．「CPPの報告では、あたかも小単位では農民だけが住んでいて、そのレベルでの水管理
　　は彼らにだけ利益があるような印象を与える．しかし、小単位は単に水文環境の単位で
　　はなく、他の様々な職業に従事する人々や利益集団からなる社会的単位でもある．した
　　がって、多様な職業や利益集団を効果的に「住民参加」へと導き、彼らの利益を守るた
　　めにCPPは、小単位での彼らの存在を強調し、準区画とそれに続く区画での管理に於け
　　る彼らの立場を構築するべきであった」との指摘を受けている（The　Schuite　Nordholt
　　Mission　［1995　：　14－15］）．
18．　Ministry　of　Environment　and　Forest　［1995　：　5一一6］．
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19．Kelly　Haggart　（ed．）　［1994　：　220コ．
20．NEMAPの成功がFAPに与えた影響は次の例からも理解できる．第4回FAP会議の「住
　　民参加」に関するセッションで、オランダ外務省アジア部長はNGOが持つ草の根レベ
　　ルでの「住民参加」促進能力を評価した上で、活動資金を外部依存しているための継続
　　性の不確かさを指摘し、水資源部門における「NGO協力のガイドライン」を作ること
　　を提案している（ShapaR　Adnan［1995：67］．
21．安藤・内田他［1995：39－56］．
22．長峯［1985：115416］．
23．　Hye　［1993：1－4］．
24．長峯［1985：115一・117］．
25．　Hye　［1993：65］．
26。H：ye［1993：71］．「コミラ・モデル」の特色は、従来の県のレベルでの行政機構を郡
　　（タナ）レベルまで降ろし（地方行政の分権化）、郡レベルでの集中・統合を計り、農村
　　開発の中心に据えた協同組合運動を全面的に支えた点にある．また、開発を阻害してい
　　る様々な要因を検出するための現場での研究・調査活動と組合の運営責任者および普及
　　員にたいする継続的な教育を重視した点も大きな特色である．こうした開発戦略は、タ
　　ナ中央協同組合が傘下の単位農業協同組合を指導・援助する形で実施された．
　　　「コミラ・モデル」の意義は、この農村開発の政策的実践がタナ中央協同組合と単位
　　の二段階制として実施された点にのみあるのではなく、開発手法として「担い手」の性
　　格の社会科学的認識とそれに基づく「担い手」の創出が、きわめて組織的・合理的にな
　　された点にもある．パキスタン政府は、ひとつのタナをこの手法の実践の場として社会
　　学、文化人類学、農村開発学の専門家に開放し、自由な関与を認め、行政がその提案を
　　施策のなかに具体化していくための行政権限を郡の開発実験の主体に付与した．こうし
　　た「社会科学的実験」をモニターし、確認された成果は、全国レベルでの普及のために
　　マニュアル化されていった．これは、開発拠点に集中した投入を行い、次にその成果を
　　普及していく開発手法であった．
　　　こうした手法の開肇は、アメリカの関与がなければ実現しなかった．アメリカのミシ
　　ガン州立大学はフォード財団の要請によってこの開発手法を立案し、それを実践するた
　　めに東パキスタンに代表団を送った．パキスタン政府は、1958年に科学的手法を実践に
　　移すために社会学者を中心としたアカデミィの設立を決定し、翌年に活動が開始された．
　　政策の立案、実施にアメリカの大学から多数の学者が参加した。このアカデミィの初代
　　所長アクタ・ハミッド・カーンは、このように「開発の担い手を創出する教育というも
　　のは、英領インドのイギリス人から受け継いだものと違って新しさがあった．『教育の
　　場』（アカデミィ）に学者、行政官を集め、開発の現場で働く普及員などと意見を交換
　　し、問題を討議する場を与えながら継続した教育を行うことは印象深い」と述べている
　　（Khan　［1983：！05］）．
　　　こうした農村開発における「社会科学的実験」は、第二次世界大戦後のアメリカのア
　　ジア政策を特色づけるものの一つであり、当時のアメリカとパキスタンの友好関係の存
　　在なしには考えられない．画期的な成果をあげた技術革新（「緑の革命」）とこの制度的
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　　側面に関する「社会科学的実験」はアメリカのアジア政策を支えた地域研究の一要素で
　　あった．
27．　Hye　［1993：89－90］．
28．　Planning　Commission　［1991　：　X6／8－6／10］．
29．　Planning　Commission　［1991：X6－8］．　Obaidullah［1993：267］．
30．Obaidhullha［1993：278－281コ．バングラデシュの農村開発の流れにおいて、「ターゲッ
　　トグループ方式」援助が重要視された時期にNGOは大きな役割を果たしたといえる
　　（［Sultan　1993：493］）．参加型開発援助におけるNGOの役割は大きなものがある．斎藤
　　［1991、1995］、大橋［1993，1995］などによるNGO研究が進展している．大橋［1996：6－7］
　　の最近の議論の展開は注目される．
31．　Planning　Commission　［1995　：　Excutive　Sumrr｝ary，　1］．
32．Planning　Commission［1995：Local　Level　Participatory　Plan，27コ．
33．海田［1995a、1995b］．野間［1995］．フェーズ1の目的は、定着型のフィールド調査を通
　　して当該地域の開発のニーズを把握すると同時に開発の方法を選定することであった．
　　しかし、調査者が単独で長期に住み込み、調査する文化人類学のフィールド調査方法と
　　は主に次の点で異なっていた．すなわち、恒常的な調査を継続するための調査員と事務
　　のスタッフからなる調査事務所を設置し、調査を円滑にするために調査村の住民を調査
　　補助員として雇った点である．
　　　アクション・リサーチについては清田［1995：151－181コを参照．清田によれば、参加
　　型アクション・リサーチは次のように規定される．「研究の対象となる組織や地域社会
　　の一部の人間が、その組織や地域社会の具体的な問題を解決するために、研究者ととも
　　に、研究の計画づくりから結果の最終的な発表までのすべての研究過程に積極的に参加
　　する研究法である。この研究法が従来の一般的な研究法と異なる点は、（1）研究活動を
　　繰り返しながら具体的な問題の解決を目標としていること、および（2）研究の対象者が
　　共同研究者として研究活動に参加することである」（［清田　1995：153］）．
　　　研究協力の第IIフェーズにおいて調査村落に外部から働きかけることは、観察しその
　　地域の個性を叙述するという方法からの乖離である点にについて議論された．研究者の
　　開発対象への「参加」は、ある種の断絶であるという認識があった．しかし、その時点
　　では開発援助の方法論に向けた議論の深化はなかった．福井［1994：215－228コは、この
　　点、文化人類学者として「地域開発」へ参加することの意義をよく整理している．
34．安藤・内田他［1995：39－56］．
35．長峯［1885：213］．農民の「規律ある」組織化に関する次の指摘は重要である．「『週例
　　集会とその都度積み立て』の原則は絶対に譲歩せず、しかも集会は必ず『総会』とする
　　よう義務づけることにより、いわゆる幹部会方式を通じてボス支配が浸透するのを防い
　　だ⊥予想される出費のために積み立ての継続とやればできるという「意識の変革」を
　　導くことが重要である．ここでのボス支配の排除は総会での討議、議決という原則を維
　　持したことによる．住民がにらみを利かすことが可能となっていったことは注目される
　　（長峯［1985：212］）．
36，Hye［1993：153］は、コミラ型協同組合は農業金融において成果をあげた点を指摘する．
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　　Maloney［1988］を参照．日本の頼母子講との共通性が指摘される（泉田［1992］、万木
　　［1996］）．
37．長峯［1985：208－217］．
38河合・安藤［1990：92－106］．
39．矢嶋・河合他［1995：98－114］．
40．電化推進委員会は何度かタナ及び県レベルでの陳情を行ったが、小集落にとって、配電・
　　電化計画及び一定の営業基準に基づいて実施されている電化事業に影響を与えるのは不
　　可能であった．中央レベルの有力者による特例措置による以外には手がないようにみえ
　　た．
41．矢嶋・河合他［1995：98－114］．
42．「公共性」については藤田［1995］を参照のこと．
43．矢嶋・河合他［1995：98－114］，Yajima，　K：ichiji［1996：60－194］．
44．佐藤［1994：4－35］，重富［1995］．
45．長峯［1985：59］．
46．長峯［1985：60］．
47．長峯［1985：65］．
付　記
　放送大学特別研究助成費（平成6年度「発展途上国農村開発における集落機能の比較研究」、
平成7年度「発展途上国における農村開発の社会単位一行政村と集落機能の比較研究一」）に
よる成果の一部である．
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